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年間の要介護認定発生に対する基本チェックリストの予測妥当性の検証

大崎コホート研究
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目的 介護保険制度の二次予防事業の対象者把握には，25項目の基本チェックリストを用いてい
る。しかし，基本チェックリストによる要介護認定の発生予測能を実地に検証した報告は少な

い。本研究の目的は，基本チェックリストの各項目や各基準について，要介護認定の新規発生

に対する関連の程度とスクリーニングの精度を検証することである。

方法 2006年12月に宮城県大崎市の65歳以上の全市民を対象に，基本チェックリストを含む自記式
質問紙を配布した。有効回答者のうち要介護認定の情報提供に同意し，基本チェックリストの

回答項目数が 2項目以上で，ベースライン時に要介護認定を受けていない者を 1年間追跡し，
死亡・転出した者を除外した14,636人を解析対象とした。解析には性・年齢の影響を補正する
ために多重ロジスティック回帰分析を用い，基本チェックリストの各項目と二次予防事業の対

象者の選定に用いられる各分野の該当基準に該当した場合のそれぞれで，1年間の新規要介護
認定発生のオッズ比と95信頼区間（95CI）を推定した。また各分野に関して，感度と特
異度を算出し，Receiver operating characteristic (ROC）分析を行った。

結果 二次予防事業の対象者の選定基準に該当する者は5,560人（38.0），1年間の要介護認定発
生者は483人（3.3）であった。基本チェックリストの全項目が，要介護認定発生と有意に関
連した（オッズ比の範囲1.45～4.67）。全ての分野の該当基準も，要介護認定発生と有意に
関連した（オッズ比の範囲1.93～6.54）。そして「二次予防事業の対象者」の基準のオッズ
比（95CI）は3.80 (3.02�4.78）であった。各分野のうち，ROC曲線下面積が最も高かった
のは「うつ予防・支援の 5項目を除く20項目」であり，7項目以上を該当基準にすると，「二
次予防事業の対象者」の基準を用いた場合に比べ，感度は変わらないが（7項目以上を該当基
準にした場合77.0，「二次予防事業の対象者」の基準を用いた場合78.1），特異度は高かっ
た（それぞれ75.6，63.4）。

結論 基本チェックリストの各項目や各基準は，その後 1年間の要介護認定の新規発生の予測に有
用であった。しかし，項目や分野によって関連の強さや予測精度は異なり，基準値には改善の

余地があった。

Key words基本チェックリスト，介護予防，要介護認定，予測妥当性，二次予防事業

 緒 言

2006年 4月，「介護予防」を重視した介護保険制
度の改正が行われた。その一つとして，要介護認定

非該当者のうち要介護状態になるおそれの高い者

（旧特定高齢者）を対象にした地域支援事業特定

高齢者施策（現在の二次予防事業）が導入された1)。

地域の中で要介護状態になるおそれの高い者を把

握するために，二次予防事業の対象者把握事業では

25項目の質問からなる「基本チェックリスト2)」を

用いている（『資料』上段）。基本チェックリストは，

第一に「二次予防事業の対象者」の選定に用いられ

ており，そのための基準が提示されている（『資料』

下段）。第二に，二次予防事業の対象者に選定され

た者が「閉じこもり予防・支援」，「認知症予防・支

援」，「うつ予防・支援」のプログラムに併せて参加

することを考慮する際にも活用されており，これら
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3つの分野の基準が提示されている（『資料』中段）。
基本チェックリストには要介護認定（要支援・要

介護）の発生に対する予測妥当性が求められてい

る。予測妥当性の検証には，基本チェックリストの

各項目や各分野の基準，包括的な基準である「二次

予防事業の対象者の選定基準」のそれぞれについ

て，要介護認定発生のリスク因子としての関連の有

無と強さの評価，あるいは感度，特異度の算出や

ROC (Receiver Operating Characteristic）分析と
いったスクリーニングツールとしての精度評価が必

要となる。しかし，これらに関する情報は限られて

いる。

鈴木は，基本チェックリストの要介護認定の新規

発生に対するスクリーニングの精度を評価するた

め，「特定高齢者候補者の選定基準（現二次予防

事業の対象者の選定基準）」を区分値として感度，

特異度，陽性反応適中度，陰性反応適中度を算出

し，感度73.5，特異度57.8で比較的良好と報告
している3)。また，川越は，松江市版の基本チェッ

クリスト（特有の項目を 5項目含む）の30項目を同
時投入した多重ロジスティック回帰分析により，要

介護認定の発生との関連を検討している4)。その結

果，厚生労働省の基本チェックリスト25項目中で有
意な項目として抽出されたのは 7項目であったと報
告している。以上の二つの報告から基本チェックリ

ストの各項目や各分野の基準の予測妥当性が十分に

明確になっているとは言い難い。

本研究の目的は，第一に要介護認定発生のリスク

因子としての基本チェックリストの各項目や各基準

の関連の有無と強さを検証すること，第二に要介護

認定の発生に対する基本チェックリストの各分野の

スクリーニングの精度を検証することである。その

ため，宮城県大崎市の65歳以上の住民を対象に基本
チェックリストに回答してもらい，その後 1年間の
要介護認定の発生を追跡した。

 研 究 方 法

. ベースライン時の基本チェックリストの調査

宮城県大崎市の40歳以上の住民全員（77,235人）
を調査対象に，生活習慣等に関する記名自記式質問

紙調査である「大崎市市民健康調査」を2006年12月

1日～15日に実施した5)。そのうち65歳以上の市民
に対し，厚生労働省の基本チェックリストを用いた

調査を実施した（詳細は表 1を参照)2)。
基本チェックリストの「No. 12) Body Mass Index

(BMI)＜18.5 (kg/m2）」以外の質問項目では，「は

い」または「いいえ」による回答を得ており，より

ネガティブな回答を「該当あり」とした。「No. 12)

BMI＜18.5」では，質問紙に記入された身長，体重
の値から体重［kg]/身長［m]2の式によって BMI
を算出し，区分した。なお，本研究では，鈴木の先

行研究と同様に，行政上の業務手順に従い，欠損

データは「該当あり」とみなした3,6)。

また現行の二次予防事業の対象者の選定（「閉じ

こもり予防・支援」，「認知症予防・支援」，「うつ予

防・支援」への参加の判定を含む）に関わる 7分野
の基準と二次予防事業の対象者の選定基準について

も検討した2,7)。具体的には，◯ No. 1から No. 20
の「うつ予防・支援の 5項目を除く20項目」のうち

10項目以上，◯ No. 6から No. 10の「運動器の機
能向上」の項目のうち 3項目以上，◯ No. 11と

No. 12の「栄養改善」の項目のうち 2項目，◯ No.
13から No. 15の「口腔機能の向上」の項目のうち 2
項目以上，◯ No. 16と No. 17の「閉じこもり予防・
支援」の項目のうち No. 16，◯ No. 18から No. 20
の「認知症予防・支援」の項目のうち 1項目以上，
◯ No. 21から No. 25の「うつ予防・支援」の項目
のうち 2項目以上に，該当した場合について，それ
ぞれ「該当あり」とした。また，「二次予防事業の

対象者」は，◯～◯のいずれかが該当した場合を

「該当あり」とした。

. 追跡調査

基本チェックリストによるスクリーニングが健康

診査などを通して 1年ごとに行われていることを想
定し，本研究ではベースライン調査の基準日（2006
年12月16日）から 1年以内に新規に要介護認定（要
支援・要介護）を受けた場合を，「要介護認定発生」

と定義した。上記のエンドポイントについては，大

崎市と東北大学大学院医学系研究科社会医学講座公

衆衛生学分野との調査実施協定に基づき，文書によ

る同意が得られた者を対象として，要介護認定の区

分および認定年月日に関する情報が本分野に提供さ

れた。

死亡または転出の情報は，住民基本台帳の除票に

より確認した。

. 解析

対象者選定の流れを示す（図 1）。調査対象であ
る住民基本台帳に登録された宮城県大崎市の65歳以
上の全住民31,694人のうち，調査実施基準日（2006
年12月 1日）で死亡・転出・入院・長期不在等で配
布できなかった者を除いた31,237人（対象の98.6）
に記名自記式質問紙を配布し，23,422人（対象の

73.9）より回答を得た。このうち23,091人（対象
の72.9）から有効回答が得られ，このうち要介護
認定の情報提供に同意したのは16,758人（有効回答
の72.6）であった。これら同意者のうち，基本チ
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表 基本チェックリストの各項目における新規要介護認定の発生状況

基本チェックリスト25項目

該当なし 該当あり

回 答
うち要介護
認定発生

回 答
うち要介護
認定発生

人数  発生数  人数  発生数 

個別投入 同時投入

OR
(95CI) P OR

(95CI) P

1) バスや電車で 1人で外出して
いますか 10,441 71.3 168 1.6 4,195 28.7 315 7.5 3.41

(2.79�4.17) ＜.0001 1.25
(0.96�1.63) 0.0927

2) 日用品の買物をしていますか 12,471 85.2 215 1.7 2,165 14.8 268 12.4 4.67
(3.82�5.71) ＜.0001 2.05

(1.55�2.69) ＜.0001

3) 預貯金の出し入れをしていま
すか 12,022 82.1 247 2.1 2,614 17.9 236 9.0 3.20

(2.64�3.90) ＜.0001 1.16
(0.90�1.49) 0.2504

4) 友人の家を訪ねていますか 12,242 83.6 245 2.0 2,394 16.4 238 9.9 3.57
(2.93�4.35) ＜.0001 1.42

(1.11�1.82) 0.0059

5) 家族や友人の相談にのってい
ますか 12,820 87.6 289 2.3 1,816 12.4 194 10.7 3.17

(2.58�3.88) ＜.0001 1.22
(0.96�1.55) 0.1053

6) 階段を手すりや壁をつたわら
ずに昇っていますか 9,457 64.6 144 1.5 5,179 35.4 339 6.6 2.58

(2.09�3.19) ＜.0001 1.25
(0.97�1.61) 0.0842

7) 椅子に座った状態から何もつか
まらずに立ち上がっていますか 11,720 80.1 211 1.8 2,916 19.9 272 9.3 3.25

(2.66�3.98) ＜.0001 1.43
(1.12�1.83) 0.0046

8) 15分位続けて歩いていますか 12,049 82.3 277 2.3 2,587 17.7 206 8.0 2.38
(1.95�2.90) ＜.0001 0.98

(0.77�1.24) 0.8353

9) この 1年間に転んだことがあ
りますか 10,710 73.2 262 2.5 3,926 26.8 221 5.6 1.97

(1.63�2.38) ＜.0001 1.31
(1.06�1.62) 0.0110

10) 転倒に対する不安は大きいで
すか 6,964 47.6 118 1.7 7,672 52.4 365 4.8 1.88

(1.50�2.34) ＜.0001 1.05
(0.82�1.34) 0.7283

11) 6カ月間で 2～3 kg以上の体重
減少がありましたか 11,897 81.3 334 2.8 2,739 18.7 149 5.4 1.77

(1.45�2.18) ＜.0001 1.20
(0.96�1.51) 0.1180

12) BMI (kg/m2)＜18.5 11,988 81.9 310 2.6 2,648 18.1 173 6.5 1.78
(1.45�2.17) ＜.0001 1.41

(1.14�1.74) 0.0018

13) 半年前に比べて固いものが食
べにくくなりましたか 9,076 62.0 196 2.2 5,560 38.0 287 5.2 1.77

(1.46�2.15) ＜.0001 1.01
(0.81�1.25) 0.9469

14) お茶や汁物等でむせることが
ありますか 12,057 82.4 327 2.7 2,579 17.6 156 6.1 1.74

(1.42�2.13) ＜.0001 0.97
(0.76�1.22) 0.7630

15) 口の渇きが気になりますか 11,103 75.9 301 2.7 3,533 24.1 182 5.2 1.45
(1.19�1.77) 0.0002 0.86

(0.69�1.08) 0.1847

16) 週に 1回以上は外出していま
すか 12,303 84.1 291 2.4 2,333 15.9 192 8.2 2.20

(1.80�2.70) ＜.0001 0.80
(0.63�1.03) 0.0774

17) 昨年と比べて外出の回数が減
っていますか 10,083 68.9 164 1.6 4,553 31.1 319 7.0 2.89

(2.37�3.54) ＜.0001 1.54
(1.22�1.94) 0.0003

18) 周りの人から「いつも同じ事
を聞く」などの物忘れがある
と言われますか

11,521 78.7 250 2.2 3,115 21.3 233 7.5 2.56
(2.12�3.10) ＜.0001 1.29

(1.03�1.61) 0.0243

19) 自分で電話番号を調べて，電話
をかけることをしていますか 13,305 90.9 324 2.4 1,331 9.1 159 12.0 3.46

(2.79�4.30) ＜.0001 1.55
(1.20�1.99) 0.0007

20) 今日が何月何日かわからない
時がありますか 10,982 75.0 231 2.1 3,654 25.0 252 6.9 2.53

(2.09�3.06) ＜.0001 1.41
(1.13�1.75) 0.0020

21) (ここ 2週間）毎日の生活に充
実感がない 11,991 81.9 274 2.3 2,645 18.1 209 7.9 2.83

(2.34�3.44) ＜.0001 1.27
(0.99�1.64) 0.0584

22) (ここ 2週間）これまで楽しん
でやれていたことが楽しめな
くなった

12,679 86.6 300 2.4 1,957 13.4 183 9.4 2.90
(2.38�3.55) ＜.0001 1.10

(0.84�1.43) 0.4916

23) (ここ 2週間）以前は楽にでき
ていたことが今ではおっくう
に感じられる

9,811 67.0 170 1.7 4,825 33.0 313 6.5 2.62
(2.15�3.19) ＜.0001 1.09

(0.84�1.40) 0.5174

24) (ここ 2週間）自分が役に立つ
人間だと思えない 11,411 78.0 270 2.4 3,225 22.0 213 6.6 2.15

(1.77�2.60) ＜.0001 1.05
(0.83�1.31) 0.6934

25) (ここ 2週間）わけもなく疲れ
たような感じがする 10,653 72.8 219 2.1 3,983 27.2 264 6.6 2.41

(1.99�2.91) ＜.0001 1.16
(0.91�1.47) 0.2417

全解析対象者（14,636名）に対する割合（）
回答人数に対する割合（）

性，年齢とともに上記の各項目（1項目ずつ）について投入したモデル（多重ロジスティック回帰分析。該当なしが基準）
性，年齢とともに上記の全項目（25項目）を同時に投入したモデル（多重ロジスティック回帰分析。該当なしが基準）
オッズ比（95信頼区間）
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ェックリストの回答項目数が 1項目以下の67人と，
ベースライン調査時に要介護認定を受けていた

1,814人を除外した14,877人を 1年間追跡した。そ

して，追跡期間内に新規の要介護認定を受けずに死

亡・転出した241人（死亡212人，転出29人）を除外
し，14,636人を解析対象とした。
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図 対象者のフロー図
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基本チェックリストの各項目や各分野の該当基準

が要介護認定発生を予測し得るかを評価するために，

3つの解析を行った。
第一に，多重ロジスティック回帰分析によって，

要介護認定発生のリスク因子としての関連の有無と

強さを評価した。目的変数は，要介護認定発生の有

無とした。説明変数は，1)各項目での該当の有無，

2)二次予防事業の対象者の選定の際に用いられる 7
分野の基準への該当の有無，3)二次予防事業の対象
者の選定基準への該当の有無とした。先行研究より

基本チェックリストの「該当あり」の回答が高齢に

なるほど多いことが予測されたため8)，性とともに

年齢を補正した多重ロジスティック回帰分析を行

い，上記の説明変数について非該当者に対する該当

者の要介護認定発生のオッズ比と95信頼区間
（95CI）を推定した。さらに，1)各項目の該当の
有無については，No. 1から No. 25までを同時投入
したモデルを作成し，同様にオッズ比と95CIを
推定した。

第二に，感度，特異度，陽性反応適中度によるス

クリーニングの精度の評価を行った。外的基準

（Gold standard）は要介護認定発生の有無とし，1)
二次予防事業の対象者選定の際に用いられる 7分野
の基準への該当の有無，2)二次予防事業の対象者の
基準への該当の有無について，感度，特異度，陽性

反応適中度を算出した（区分値については「1.ベー
スライン時の基本チェックリストの調査」を参照）。

第三に，ROC分析の曲線下面積（Area under the
curve; AUC）によるスクリーニングの精度の評価
を行った。ROC分析とは検査値のいくつかの値を
カットオフ値として陽性・陰性を識別し，それぞれ

で感度（真陽性率）を縦軸に，偽陽性率を横軸にプ

ロットして得られた ROC曲線に基づく分析であ
る9)。AUCは ROC曲線下の面積のことであり，
検査の識別能力が優れているほど，曲線は左上に偏

位して，面積は大きくなる。外的基準は要介護認定

発生の有無とし，現行の二次予防事業の対象者選定

の際に用いられている基準の 7分野の該当項目数に
ついて ROC曲線を作成し，AUCと95CIを求
め，スクリーニングツールとしての識別能力の比較

を行った。

ROC分析以外の全ての解析には，SAS ver. 9.1
(SAS inc, Cary, NC, USA）を用い，ROC分析には

SPSS Statistics 17.0 (SPSS Inc, Chicago, IL, USA）
を用いた。統計学的有意水準は基本的に P＜0.05と
したが，Bonferroniの補正によって基本チェックリ
スト各項目（25項目）の解析では有意水準を P＝

0.002，各分野（8通り）の解析では有意水準を P＝

0.006とした場合の結果も参照した。
. 倫理的配慮

本調査研究は，東北大学大学院医学系研究科倫理

審査委員会の承認を得た（番号2007�430 平成20年

3月24日）。また対象者に対しては，調査目的を調
査資料及び同意書にて説明した上で，要介護認定に

関する情報提供について同意書への署名により同意

を得た。

 研 究 結 果

. 基本特性および基本チェックリストの回答状

況と要支援・要介護と認定された者の割合

解析に先立ち，解析対象者における選択バイアス

の程度を検討するため，第一に65歳以上の全市民

31,694人のうち基本チェックリストの回答が得られ
た者23,091人と得られなかった者8,603人を比較
し，第二に有効回答者のうち要介護認定に関する情

報提供の同意者16,758人と非同意者6,333人を比較
した。

まず，有効回答が得られた者と得られなかった者

について，性別は，有効回答者では男性41.6，女
性58.4であるのに比べ，非有効回答者では男性

37.0，女性63.0と，非有効回答者で女性の割合
が高かった。平均年齢（標準偏差）は，有効回答者

74.9 (6.6）歳，非有効回答者77.1 (7.9）歳であった。
次に，要介護認定に関する情報提供の同意者と非

同意者について，性別は，同意者では男性43.3，
女性56.7，非同意者は男性37.1，女性62.9で
あった。平均年齢（標準偏差）は，同意者74.9 (6.6）
歳，非同意者74.9 (6.5）歳であった。基本チェック
リスト25項目での該当項目数の平均値（標準偏差）
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図 基本チェックリストの該当項目数の分布と要支
援・要介護と新規認定された者の割合
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は，同意者7.0 (5.7）項目，非同意者8.9 (6.9）項目
であり，非同意者で基本チェックリストにネガティ

ブな回答が多かった。

解析対象者 14,636人のうち，男性は 6,497人
（44.4），女性は8,139人（55.6）であった。平均
年齢（標準偏差）は74.0（6.0）歳であった。また 1
年以内の新規の要介護認定の発生者数は，483人
（3.3）であった（図 1）。1年以内の新規の要介護
認定の発生者の内訳は，要支援168人，要介護315人
であった。

基本チェックリストの該当項目数の分布と該当項

目数ごとの 1年間の要支援・要介護と新規認定され
た者の割合について示す（図 2）。基本チェックリ
ストの該当項目数は 2項目をピークとして右に裾を
ひいていた。該当項目数ごとの新規認定者の割合

は，基本チェックリストの該当項目数が多くなるに

従って増加していた。

. 基本チェックリストの各項目における要介護

認定発生のオッズ比

基本チェックリストの回答状況と要介護認定の発

生状況，および多重ロジスティック回帰分析による

基本チェックリストの各項目に該当した場合の要介

護認定発生のオッズ比を示す（表 1）。
基本チェックリストの回答状況と要介護認定の発

生状況については，No. 1～No. 25の全項目で「該
当なし」の者に比べて「該当あり」の者で，新規認

定者の割合が高かった。中でも該当率が高かったの

は，「10)転倒に対する不安は大きいですか」や「13)
半年前に比べて固いものが食べにくくなりました

か」であるが，この 2項目は他の項目と比べて特に
新規認定者の割合が低かった。

性・年齢を補正したモデルによる解析の結果，

No. 1～No. 25の全項目で有意なオッズ比の上昇を
認めた（オッズ比の範囲1.45～4.67）。なお基本
チェックリストが25項目からなることを考慮し，

Bonferroniの補正によって有意水準を P＝0.002 (P
＝0.05/25）とした場合でも全項目が有意であった。
また，性・年齢と No. 1～No. 25の全項目を同時

に投入したモデルで，有意にオッズ比が上昇したも

のは「No. 2）日用品の買物をしていますか」，
「No. 4）友人の家を訪ねていますか」，「No. 7）椅
子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がって

いますか」，「No. 9）この 1年間に転んだことがあ
りますか」，「No. 12）BMI＜18.5」，「No. 17）昨年
と比べて外出の回数が減っていますか」，「No. 18）
周りの人から『いつも同じ事を聞く』などの物忘れ

があると言われますか」，「No. 19）自分で電話番号
を調べて，電話をかけることをしていますか」，

「No. 20）今日が何月何日かわからない時がありま
すか」であった。Bonferroniの補正によって有意水
準を P＝0.002 (P＝0.05/25）とした場合では，
「No. 2)日用品の買物をしていますか」，「No. 12)

BMI＜18.5」，「No. 17)昨年と比べて外出の回数
が減っていますか」，「19)自分で電話番号を調べ
て，電話をかけることをしていますか」が有意に関

連した。

. 基本チェックリストの各分野の該当基準にお

ける要介護認定発生のオッズ比

基本チェックリストの各分野の基準への該当状況

と要介護認定の発生状況，および多重ロジスティッ

ク回帰分析による各分野の基準に該当した場合の要

介護認定発生のオッズ比を示す（表 2）。
｢二次予防事業の対象者」の選定基準に該当した

者は，5,560人（38.0）であった。なお，「栄養
改善」は各分野の中で特に該当した者の割合が低

かった。

前項の各項目の結果と同様に，各分野の該当基準

についても，「該当なし」の者に比べて「該当あり」

の者で，新規認定者の割合が高かった。

性・年齢を補正したモデルによる解析の結果，全

ての分野の基準で有意なオッズ比の上昇を認めた

（オッズ比の範囲1.93～6.54）。Bonferroniの補正
によって有意水準を P＝0.006 (P＝0.05/8）とした
場合でも，全ての分野の基準で有意であった。な

お，「二次予防事業の対象者」の基準に該当した

場合のオッズ比（95CI）は3.80 (3.02�4.78）で
あった。

. 基本チェックリストの各分野の該当基準にお

ける感度・特異度・陽性反応適中度

基本チェックリストの各分野の基準に該当した場

合の，感度・特異度・陽性反応適中度を示す（表 3）。
｢二次予防事業の対象者」の感度・特異度は

78.1・63.4であった。「二次予防事業の対象者」
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表 基本チェックリストの各分野の該当基準における要介護認定発生のオッズ比

該当基準

該当なし 該当あり
性・年齢補正xi

回 答
うち要介護
認定発生

回 答
うち要介護
認定発生

人数  発生数  人数  発生数  OR (95CI)@ P

うつ予防・支援の 5項目を除く20項目 12,992 88.8 214 1.7 1,644 11.2 269 16.4 6.54 (5.31�8.04) ＜.0001
運動器の機能向上 11,169 76.3 180 1.6 3,467 23.7 303 8.7 3.44 (2.80�4.22) ＜.0001
栄養改善 13,996 95.6 418 3.0 640 4.4 65 10.2 2.44 (1.83�3.26) ＜.0001
口腔機能の向上 11,556 79.0 283 2.5 3,080 21.0 200 6.5 1.93 (1.59�2.34) ＜.0001
閉じこもり予防・支援 12,303 84.1 291 2.4 2,333 15.9 192 8.2 2.20 (1.80�2.70) ＜.0001
認知症予防・支援 8,855 60.5 138 1.6 5,781 39.5 345 6.0 2.81 (2.28�3.45) ＜.0001
うつ予防・支援 10,077 68.9 168 1.7 4,559 31.2 315 6.9 2.94 (2.41�3.58) ＜.0001
二次予防事業の対象者 9,076 62.0 106 1.2 5,560 38.0 377 6.8 3.80 (3.02�4.78) ＜.0001

全解析対象者（14,636名）に対する割合（)
回答人数に対する割合（)

No. 1から No. 20の20項目のうち10項目以上で該当
No. 6から No. 10の 5項目のうち 3項目以上で該当
No. 11とNo. 12の 2項目のうち 2項目に該当
No. 13から No. 15の 3項目のうち 2項目以上で該当
No. 16から No. 17のうち No. 16に該当
No. 18からNo. 20の 3項目のうち 1項目以上で該当
No. 21からNo. 25の 5項目のうち 2項目以上で該当
上記のうち，うつ予防・支援の項目を除く20項目，運動器の機能向上，栄養改善，口腔機能の向上のいずれかの基準に該当する

者

?性，年齢と上記の各項目（1項目ずつ）について投入したモデル（多重ロジスティック回帰分析。基準に該当しない場合が基準)。
@オッズ比（95信頼区間)

表 基本チェックリストの各分野の該当基準にお

ける，新規要介護認定発生に対する感度・特

異度・陽性反応適中度（)

該当基準 感度 特異度
陽性反応
適中度

うつ予防・支援の 5項目を
除く20項目

55.7 90.3 16.4

運動器の機能向上 62.7 77.6 8.7
栄養改善 13.5 95.9 10.2
口腔機能の向上 41.4 79.7 6.5
閉じこもり予防・支援 39.8 84.9 8.2
認知症予防・支援 71.4 61.6 6.0
うつ予防・支援 65.2 70.0 6.9
二次予防事業の対象者 78.1 63.4 6.8

No. 1から No. 20の20項目のうち10項目以上で該当
No. 6から No. 10の 5項目のうち 3項目以上で該当
No. 11と No. 12の 2項目のうち 2項目に該当
No. 13から No. 15の 3項目のうち 2項目以上で該当
No. 16から No. 17のうち No. 16に該当
No. 18からNo. 20の 3項目のうち 1項目以上で該当
No. 21からNo. 25の 5項目のうち 2項目以上で該当
上記のうち，うつ予防・支援の項目を除く20項目，運動

器の機能向上，栄養改善，口腔機能の向上のいずれかの

基準に該当する者

図 要介護認定発生に対する基本チェックリストの各
分野の ROC曲線と曲線下面積（Area under the
curve; AUC）
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の基準以外の各分野の感度の範囲は「栄養改善」の

13.5から「認知症予防・支援」の71.4，特異度
の範囲は「認知症予防・支援」の61.6から「栄養
改善」の95.9であった。
陽性反応適中度は，「二次予防事業の対象者」で

は6.8，であった。「二次予防事業の対象者」の基
準以外では，「認知症予防・支援」の6.0から「う
つ予防・支援の 5項目を除く20項目」の16.4の範
囲であった。

. 要介護認定発生に対する基本チェックリスト

の各分野の ROC曲線と AUC
要介護認定発生に対する基本チェックリストの分

野別の該当項目数の ROC曲線と AUCを示す（図
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資料 基本チェックリスト25項目の構成，分野ごと
の該当基準，二次予防事業の対象者の選定基

準の内容

基本チェックリスト25項目の構成
No. 1～No. 5IADL（手段的日常生活動作)
No. 6～No. 10運動器の機能向上
No. 11～No. 12栄養改善
No. 13～No. 15口腔機能の向上
No. 16～No. 17閉じこもり予防・支援
No. 18～No. 20認知症予防・支援
No. 21～No. 25うつ予防・支援

分野ごとの該当基準（7分野)
二次予防事業の対象者の選定基準となる各分野の基準

◯「うつ予防・支援の 5項目を除く20項目｣No. 1～No.
20のうち10項目以上

◯「運動器の機能向上｣No. 6～No. 10のうち 3項目以上
◯「栄養改善｣No. 11と No. 12の 2項目
◯「口腔機能の向上｣No. 13～No. 15のうち 2項目以上

二次予防事業の対象者が併せて支援を考慮される各分野の
基準

◯「閉じこもり予防・支援｣No. 16と No. 17のうち No.
16

◯「認知症予防・支援｣No. 18～No. 20のうち 1項目以
上

◯「うつ予防・支援｣No. 21～No. 25のうち 2項目以上
二次予防事業の対象者の選定基準

◯～◯のいずれかの分野の基準に該当

Instrumental Activity of Daily Living
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3）。AUCが最も高かったのは「うつ予防・支援の
5項目を除く20項目」であり，0.83であった。その
他の各分野における AUCは，数値が高い順に「運
動器の機能向上」で0.75，「うつ予防・支援」で
0.72，「閉じこもり予防・支援」で0.71，「認知症予
防・支援」で0.71，「口腔機能の向上」で0.64，「栄
養改善」で0.62であった。

 考 察

本研究の目的は，基本チェックリストの各項目や

各基準が要介護認定の発生をどの程度予測し得るか

を検証することである。そのため，宮城県大崎市の

65歳以上の住民を 1年間追跡し，ベースライン時の
基本チェックリストの回答とそれに基づく各基準に

ついて，第一に要介護認定の新規発生に対する関連

の有無と強さ，第二に二次予防事業の対象者のスク

リーニングの精度を検討した。

性・年齢を補正した多重ロジスティック回帰分析

の結果，基本チェックリストの25項目全て，二次予
防事業の対象者選定の際に用いられている「うつ予

防・支援の 5項目を除く20項目」，「運動器の機能向
上」，「栄養改善」，「口腔機能の向上」，「閉じこもり

予防・支援」，「認知症予防・支援」，「うつ予防・支

援」の 7分野の基準と，包括的な基準である「二次
予防事業の対象者の選定基準」に該当した場合の全

てで，その後 1年間の要介護認定発生のオッズ比が
有意に上昇しており，要介護認定の新規発生に対す

る関連が強いことが示された。

スクリーニングの精度については，「二次予防事

業の対象者の選定基準」の感度・特異度は78.1・

63.4と比較的良好であったが，陽性反応適中度は

6.8と低かった。また，該当基準とされている各
分野のうち，AUCが最も高かったのは「うつ予
防・支援の 5項目を除く20項目」であり，スクリー
ニングの精度が最も高いことが明らかとなった。

. 集団の特性

年齢構成について全国値と比較する。本研究の解

析対象者の年齢構成は，65�69歳26.9，70�74歳

30.0，75�79歳25.2，80�84歳12.5，85歳以上

5.4であった。一方，調査基準日直近のデータで
ある「平成18年10月 1日現在推計人口」の全高齢者
人口10)から2006年12月審査分の「介護給付費実態調
査月報（第 4表）」による全国の要介護認定者数11)

を差し引き，全国の要介護認定を受けていない者と

仮定すると，年齢構成は，65�69歳33.3，70�74歳

28.5，75�79歳20.7，80�84歳11.6，85歳以上

5.9であった。本研究の解析対象者では，75歳以
上の高齢者の割合がやや多いものの，大きな差異は

みられず，全国の状況と大きく変わらない年齢構成

と考えた。

次に二次予防事業の対象者に該当する割合につい

て全国値と比較した。大崎市の高齢者人口31,694人
のうち46.2にあたる14,636人を解析対象とした本
研究の二次予防事業の対象者に該当する割合は

38.0であった。一方，平成19年度の全国調査であ
る「今後の介護予防事業のあり方に関する研究」で

は，高齢者人口の29.4にあたる6,880,220人に基本
チェックリストを実施し，そのうち特定高齢者候補

者（現二次予防事業の対象者）の該当率は19.8
であった12)。以上より，本研究での割合が1.9倍高
かった。しかし，「今後の介護予防事業のあり方に

関する研究」では，基本チェックリスト実施者のう

ち，「基本健康診査（生活機能評価）を通じて把握」

が89.5であることから，健康診査を受けるほど意
識の高い者を対象としていることや健康診査を受け

ることができるほど健康な者が対象となっていると

いう選択バイアスの影響を受けている可能性が考え

られる。一方，本研究は全市民を調査対象としてい

ることから，より身体機能等が低く二次予防事業の

対象者となるリスクの高い者も含んだ，選択バイア

スの比較的少ないデータであると考えられる。

次に 1年間での要支援・要介護と新規認定された
者の割合について先行研究と比較する。川越は，解
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析対象をベースライン時に基本チェックリストの全

てに回答し，基本健康診査に 2年連続で受診した者
とし，65歳以上の松江市民の35.9にあたる16,503
人を解析したところ，新規認定者の割合は2.2で
あったと報告している4)。これと比較して，本研究

は3.3と高かった。高齢者における健康診査未受
診者では，生活機能の低下者が多いことや，疾病，

閉じこもり，喫煙習慣がある者，運動習慣の少ない

者が多く，生命予後が悪いことが知られてお

り13,14)，川越の報告では基本健康診査に 2年連続で
受診した者について解析していることから，やはり

選択バイアスがこの割合の差に関連していると考え

られる。

以上のことから，本研究結果は，より地域在住

高齢者の状況を反映したデータであることが示唆

された。

. 基本チェックリストの各項目・各分野におけ

る要介護認定発生のオッズ比

加齢によって要介護度が高くなるとともに基本チ

ェックリストの該当項目数が多くなることは知られ

ているが8)，年齢を補正しても，要介護認定発生の

リスク因子として基本チェックリストが関連の強い

ものであるか確認されていなかった。本研究の結

果，性・年齢を補正してもなお，No. 1～No. 25の
全項目で有意なオッズ比の上昇を認めていた。これ

によって，性・年齢を考慮しても，基本チェックリ

ストの全項目が要介護認定の新規発生と強く関連す

ることが，初めて確認された。

一方，これに関連する報告として，川越は，性，

年齢，松江市版の基本チェックリストを同時に投入

したモデルの多重ロジスティック回帰分析を行い，

オッズ比の有意な上昇が 7項目でみられたことを
報告している4)。松江市版の基本チェックリスト特

有の 5項目は含まないが，本研究結果でも同様に25
項目の同時投入のモデルの結果を示しており，

「No. 9）この 1年間に転んだことがありますか」，
「No. 17)昨年と比べて外出の回数が減っています
か」，「No. 18)周りの人から『いつも同じ事を聞く』
などの物忘れがあると言われますか」，「No. 20)今
日が何月何日かわからない時がありますか」につい

ては有意にオッズ比の上昇していることが共通して

いた。しかし，基本チェックリストの分野内には類

似した質問項目が複数存在すること，本研究結果の

「No. 16)週に 1回以上は外出していますか」では
性・年齢補正で有意なオッズ比の上昇であったのが

同時投入ではオッズ比の減少に結果が逆転していた

ことから，多重共線性の影響が危惧される。このた

め，同時投入のモデルの結果を重視すべきではない

と考えられる。

また，基本チェックリストの各分野の該当基準に

ついても，性・年齢を補正してもなお，全ての分野

の基準で新規要介護認定発生のオッズ比が有意に上

昇しており，「二次予防事業の対象者」の基準に該

当 し た 場 合 の オ ッ ズ 比 （ 95  CI ） は 3.80
（3.02�4.78）であった。このことから，現行の基本
チェックリストによる全ての分野の基準，そして

「二次予防事業の対象者の選定基準」が要介護認定

の新規発生と強く関連することが確認された。な

お，各分野の中で，特に要介護認定の発生のオッズ

比が高いのは「うつ予防・支援の 5項目を除く20項
目」であった。この基準は，各項目でみた場合でオ

ッズ比が高かった「2)日用品の買物をしていますか」
や「4)友人の家を訪ねていますか」といった No. 1
～No. 5の「IADL（手段的日常生活動作）」の項目
を唯一含んでいる基準である。「うつ予防・支援の

5項目を除く20項目」の基準に該当する者のうち，
「IADL」の項目を 1項目以上含んでいた者は94.5，

4項目以上含んでいた者は48.1と約半数であった
ことからも（図表データ掲載なし），「IADL」の項
目を含んでいることが，オッズ比が高くなった一因

と考えられる。

. 各分野の感度・特異度・陽性反応適中度およ

び ROC曲線・AUC
基本チェックリストは，要介護状態になるおそれ

の高い者のスクリーニングに用いられているため，

スクリーニングツールとしての精度評価が必要であ

る。そこで，本研究では，新規要介護認定の発生を

外的基準として，各基準の感度・特異度・陽性反応

適中度の算出および ROC分析を行った。同様の報
告として，鈴木らは 2年間の要介護認定の新規発生
に対する「二次予防事業の対象者の選定基準」の感

度・特異度を73.5・57.8と報告している3)。一

方，本研究における感度・特異度は78.1・63.4
であり，ほぼ同等の感度・特異度が得られた。

次に現行の二次予防事業の対象者選定の際に用い

られている各分野の基準についてであるが，これに

関してはこれまでスクリーニングツールとしての精

度評価は行われていなかった。本研究結果を分野別

にみると，「うつ予防・支援の 5項目を除く20項目」
は，感度と特異度を合わせた値，陽性反応適中度，

AUCの全てが最も高いことが明らかとなった。
なお，今回実施した ROC分析では，Youden

indexを用いて，AUC＝0.50となる斜線から最も離
れたポイントを最適カットオフポイントとして求め

ることができる15,16)。すなわち，「感度＋特異度－1」
を計算し，その最大値となるポイントをカットオフ
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ポイントにするという方法である。これに基づいた

最適カットオフポイントと現行の基準が異なるの

は，「うつ予防・支援の 5項目を除く20項目」と
「栄養改善」であり，Youden indexの最大値は「う
つ予防・支援の 5項目を除く20項目」では 7項目以
上，「栄養改善」では 1項目以上を該当基準にした
場合であった。このことから，「うつ予防・支援の

5項目を除く20項目」と「栄養改善」では，カット
オフポイントの変更によりスクリーニングの精度が

改善する可能性があることが示唆された。

表 3および図 3の参考値のように「二次予防事業
の対象者の選定基準」の感度・特異度は78.1・

63.4であった。しかし，陽性反応適中度は6.8
と，その値は十分高いものとはいえず，偽陽性者が

多く拾い上げられるため，二次予防事業の対象者把

握事業の担当者に負担をもたらす結果となってい

る。一方，「うつ予防・支援の 5項目を除く20項目」
の最適カットオフポイントとして抽出された 7項目
以上を該当基準とした場合の感度・特異度は

77.0・75.6と，同等の感度であるにも関わらず
特異度が12.2ポイント高かった。特異度が高い分だ
け偽陽性率も低いことを表すが，「うつ予防・支援

の 5項目を除く20項目」の 7項目以上を基準に該当
ありとした場合では陽性反応適中度も9.7（図表
データ掲載なし）と，「二次予防事業の対象者の選

定基準」の6.8に比べて1.4倍高かった。以上のこ
とから，現行の基準の中でも，総合的な指標である

「うつ予防・支援の 5項目を除く20項目」の合計該
当項目数を，より重視すべきだと考えられる。

その他の項目について，「栄養改善」，「口腔機能

の向上」は AUCが比較的低くなっており，質問項
目の内容を検討する余地があることも考えられる。

また，現行の二次予防事業の対象者の選定基準に入

っていないが，「うつ予防・支援」，「認知症予防・

支援」，「閉じこもり予防・支援」の AUCについて
は，「運動器の機能向上」に比べて低いものの，「栄

養改善」と「口腔機能の向上」に比べて高いことか

ら，これらの分野の基準もスクリーニングに有用で

あると考えられる。

. 本研究の限界

本研究の限界は，第一に質問紙が未回収だった者

7,815人（対象の24.7）に加え，要介護認定に関
する情報提供の同意を得られなかった者が6,333人
（対象の20.0）おり，よりリスクの高い者が解析
対象に含まれていない可能性があることである。実

際に，有効回答者と非有効回答者を比較した結果，

平均年齢は非有効回答者の方が高かった。さらに，

要介護認定に関する情報提供の同意者と非同意者を

比較した結果でも，平均年齢はほぼ等しいものの，

基本チェックリスト25項目での該当項目数の平均値
は，非同意者の方が高かった。すなわち，本研究で

も，より生活機能が悪い者の調査参加率が低くな

り，それによって要支援・要介護と新規認定された

者の割合が低くなっていることは否定できない。こ

のことから，二次予防事業の対象者の基準に該当す

る者や要介護新規認定者の割合が過小評価されたこ

とが考えられる。また，要介護新規認定者の割合が

低くなることによって基本チェックリストの陽性反

応適中度が過小評価されたことが考えられる。しか

しながら，前述したように，健康診査の受診者を対

象とした研究4)と比較して，選択バイアスが比較的

少なく，より地域在住高齢者の状況を反映したデー

タであると考える。

第二に要介護認定を受けた原因や詳細な生活機能

の程度が不明な点である。したがって，本研究では

どのような要因によって，生活機能がどの程度低く

なったことにより要介護認定に至ったのか把握する

ことができない。

 結 語

本研究により，基本チェックリストの各項目や，

現行の二次予防事業の対象者選定の際に用いられる

各基準が，1年間での要介護認定の新規発生と強く
関連することが明らかとなった。スクリーニングの

精度については，「二次予防事業の対象者の選定基

準」の感度・特異度は78.1・63.4と比較的良好
であった。該当基準とされている各分野のうち，

ROC曲線下面積が最も高かったのは「うつ予防・
支援の 5項目を除く20項目」であり，7項目以上を
該当基準とした場合，「二次予防事業の対象者」の

基準に比べ，感度は変わらないが（ 77.0 vs.
78.1），特異度は高かった（75.6 vs. 63.4）。
以上のことから，基本チェックリストの各項目や

現行の二次予防事業の対象者選定の際に用いられて

いる該当基準は，その後 1年間の要介護認定の新規
発生の予測に有用であることが示唆された。しか

し，項目や分野によって関連の強さや予測精度は異

なり，基準値には改善の余地があった。

本研究は，厚生労働省長寿科学総合研究事業（H21�長
寿�一般�001）「介護予防サービスの効果評価に関する研
究」（主任研究者 辻一郎）の一環として行われた。なお，

本研究の要旨は第68回日本公衆衛生学会総会（奈良市）
で発表した。

(
受付 2009. 9.25
採用 2010.11. 1)
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Validation of the Kihon Checklist for predicting the risk of 1-year incident long-term
care insurance certi�cation: The Ohsaki Cohort 2006 Study

Yasutake TOMATA*, Atsushi HOZAWA*, Kaori OHMORI-MATSUDA*, Masato NAGAI*, Yumi SUGAWARA*,
Akemi NITTA*, Shinichi KURIYAMA* and Ichiro TSUJI*

Key wordsthe Kihon Checklist, prevention of the need for care, long-term care insurance certi�cation,
predictive validity, frail elderly

Objective The `̀ Kihon Checklist'' (a frailty checklist), consisting of 25 items, is used for screening frail
elderly, based on the Japanese long-term care insurance system. However, few reports have investi-
gated predictive ability of incident long-term care insurance certi�cation in the Kihon Checklist. The
purpose of this study was to investigate inter-relationships and accuracy as a screening test of individ-
ual items and criteria in the Kihon Checklist for incident long-term care insurance certi�cation.

Methods In December 2006, we distributed a questionnaire including the Kihon Checklist to individuals ol-
der than 65 years living in Ohsaki City, Japan. Among the valid respondents, we followed those who
gave informed consent to follow-up, had more than 1 item of response on the Kihon Checklist, and
were not quali�ed for long-term care insurance certi�cation at the baseline. We further excluded in-
dividuals who died or moved away in the one year follow-up, analyzing 14,636 elderly. The age- and
sex-adjusted odds ratio (OR) and 95 con�dence interval (95CI) for newly incident long-term
care insurance certi�cation were estimated by logistic regression analysis. Independent variables
were each of the items and criteria in the Kihon Checklist used for screening of `̀ frail elderly''. In
addition, we estimated the sensitivity and speci�city, and conducted receiver operating characteristic
(ROC) analysis for each criteria domain.

Results 5,560 (38.0) matched the criteria of `̀ frail elderly''. During the one year of follow-up, 483
(3.3) required newly incident long-term care insurance certi�cation. All of the items in the Kihon
Checklist were signi�cantly associated with incident long-term care insurance certi�cation (range of
ORs: 1.45�4.67). In addition, all of the criteria also signi�cantly predicted the risk of incident long-
term care insurance certi�cation (range of OR: 1.93�6.54). The OR (95CI) for `̀ frail elderly''
was 3.80 (3.02�4.78). Among the various domains, `̀ 20 items other than �ve related to prevention
and support for depression'' had the largest area under the ROC curve.

Conclusion All items and criteria used for screening frail elderly in the Kihon Checklist are useful for
predicting the risk of incident long-term care insurance certi�cation during a one-year period.
However, the strength of the relation and accuracy for screening test were variable among items or
domains, and criteria values could be improved.

* Division of Epidemiology, Department of Public Health and Forensic Medicine,
Tohoku University Graduate School of Medicine, Sendai, Japan.


